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◼人口減少・流出が進む中、地方創生を実現するためには、地域経済循環（後述）を強く太くして、住民一人当
たりの付加価値／所得向上を図ることが不可欠。

◼ 「地域マーケティング」が必要
地方創生や地域活性化を実現するためには、地域をあげて域内外からヒト・モノ・カネを呼び込み、地域に経済好循環を生み出すための「地域マ
ーケティング」が必要。

◼「勘」や「思い込み」の排除
そのためには、勘や思い込み、局所的な成功事例、個人的な体験（エピソード）に基づいて議論するのではなく、客観的なデータや事実に基づい
て検討する必要がある（EBPM：Evidence-Based Policy Making（エビデンスに基づく政策立案））。

◼ 「違い」が重要
また、マーケティングの基本である「ＳＴＰ」（Segmentation、Targeting、Positioning）のうち、特に、自分たちが競合とどこが違うのか、ど
のように違うのかを明確にし、ほかとの差別化要因を把握すること（Positioning）が重要である。

地域マーケティング

地域企業や自治体などが主体と
なって、地域内外のヒト・モノ・カ
ネを呼び込む戦略

マーケティング

大企業などが主体となって、対
象となる地域や国に合わせて、
商品やサービスを販売する戦略

地域

海外 自
分
た
ち
の
地
域

ほ
か
の
地
域

この違いが重要

この違いが要因となって、自
分たちの地域に、ヒト・モノ・カ
ネが流入（もしくは流出）して
いる

地域への理解が、勘や思い込
みだけだと、この違いを正し
く把握することが出来ない

→ 効果がないどころか、
逆効果となる対策を実
施してしまう可能性も
ある

海外

出典：日商2023「地域経済循環分析のための入門書」
（一財)ローカルファースト財団協力作成）

はじめに・データで地域を把握する必要性
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地域経済循環図
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生産(付加価値額）

分配(所得）

支出
例：住民が給料等の形で獲得する所得

例：地域の商店での買物（消費）

例：地域の企業の設備更新（投資）

地域で稼いだ所得と、分配された所得
を比較して、所得の地域外への流出（或
いは地域外からの流入）を見る

地域で稼いだ所得は、地域の
住民や企業にどの程度分配

されているか

地域の住民や企業が得た所
得は、消費や投資にどの程度

支出されているか

地域の産業は、どの程度所得
を稼いでいるか

地域に分配された所得と、地域で支出
された所得を比較して、支出の地域外
への流出（或いは地域外からの流入）を
見る

地域経済循環

例：商品を生産・販売して得る所得

例：国や県からの財政移転

地域経済循環図の概要

◼ 生産・販売によって得られた所得は、家計・企業に分配され、家計・企業からは消費・投資の形で支出される（いわゆる所得の
３面等価である）。

◼ 地域経済循環図は、こうした「所得の３つの側面」を「地域の単位」で見ることにより、所得を稼いでいる産業は何か、そして稼
いだ所得はどこで、どの程度地域外に流出しているかを明らかにし、地域における経済の循環構造を把握するものである。



5地域経済循環図からみる地域経済の特徴

■ 地域経済循環図を分析することで、地域における経済構造の特徴を掴むことができる。

政治経済中心都市

観光都市

製造業都市

ベッドタウン
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当該地域の地域経済循環図(2018年)

出典：環境省「地域産業連関表」、「地域経済計算」
（㈱価値総合研究所（日本政策投資銀行グループ）受託作成）

※RESASでの算出上、所得流出入は域際収支とバランスするという
仮定だが、現実の地域経済ではプラス・マイナスが生じうる点に注意。

✓ データの出し方：RESAS＞地域経済循環マップ＞地域経済循環図

域際収支赤字

所得流入
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当該地域の地域経済循環の推移

◼ 地域における地域経済循環の推移は次のとおり。

出典：RESAS地域経済循環図のデータをもとに日商事務局作成

✓ データの出し方：RESAS＞地域経済循環マップ＞地域経済循環図

（単位：億円）

域外への流出入額 2010 2013 2015 2018

生産（付加価値額） 6,491 6,208 6,595 6,974

分配（所得） 6,235 6,288 6,746 7,051

雇用者所得 －325 －207 －165 －184

その他所得 ＋68 ＋287 ＋317 ＋261

支出 6,491 6,208 6,595 6,974

民間消費額 ＋438 ＋189 ＋103 －73

民間投資額 －96 －35 －26 ＋14

その他支出 －85 －234 －228 －18

地域経済循環率 104.1％ 98.7％ 97.8％ 98.9％
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視点 項目 主な所得流入要因 主な所得流出要因

① 「分配」段階 雇用者所得 ・ 地域住民が、域外へ通勤している ・ 域外から、就業者が集まっている

② その他所得

・ 域外の支店等から地域内の本社に、利
益等が移転されてくる

・ 補助金等を受領する

・ 地域内の支店等から域外本社に、利益
等が移転している

・ 税金等を支払う

③ 「支出」段階
民間消費額
（BtoC）

・ 観光客など域外からの来訪者が、地域
内で消費する（観光需要の獲得等）

・ 地域住民が、域外で消費する

④ 民間投資額
・ 域外本社企業が、地域内の工場等に投
資する

・ 地域内本社企業が、域外の工場等に投
資する

⑤
その他支出
（BtoB）

・ 移輸出額が移輸入額を上回る（移輸出
超過）

・ 移輸出額が移輸入額を下回る（移輸入
超過）

視点 項目 内発的な拡大要因 内発的な減少要因

⑥ 「生産」段階 ・ 労働生産性が向上する ・ 労働生産性が低下する

⑦ ・ 高付加価値産業の拡大 ・ 低付加価値産業の拡大

⑧ その他 ・人口の増加 ・人口の減少

（参考）地域経済循環における所得流出入等の主な要因
出典：日商「地域経済循環分析のための入門書」p.21
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地域の基本的な指標

✓ 本項では、人口の推移や地域のストックなど、地域における基本的な指標を確認する。
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地域の基本的な指標の推移

◼ 地域における過去からの人口、従業員数、生産額、付加価値額の推移は次のとおり。

出展：「国勢調査」、「国民経済計算」、「県民経済計算」、「経済センサス」、「産業連関表」

✓ データの出し方：環境省地域経済循環分析＞p.66

①2010年、2013年、2015年、2018年、2020年の人口 ②2010年、2013年、2015年、2018年、2020年の従業者数

③2010年、2013年、2015年、2018年、2020年の生産額 ④2010年、2013年、2015年、2018年、2020年の付加価値
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人口増減の要因（自然増減・社会増減）

◼ 人口増減について、2000年後半までの社会減から転じ、2010年半ばから後半にかけては転入超過による社会増が
みられたものの、足元では縮小。一方、自然増減では、2006年まで自然増が続いていたが、2007年以降、自然減が
進み、総じて人口は減少傾向にある。

◼ 年齢階級別移動数の推移については、大学への進学・就職（10代後半～20代前半）のタイミングで人口が流出し
ているものの、近年は流出幅が縮小。その後、就職や子育てのタイミング（20代、30～40代）を中心に人口が流入
している傾向にある。

自然増減・社会増減の推移 年齢階級別純移動数の時系列推移

出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」再編加工
出典：総務省「国勢調査」、厚生労働省「都道府県別生命表」に基づき

まち・ひと・しごと創生本部作成

✓ データの出し方：RESAS-Summary＞01総論人口/03各論01人口
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（参考）子育て世代の流出入

出典：日本経済新聞「ふるさとクリック」

✓ データの出し方：日本経済新聞社＞ふるさとクリック

（参考）10年間の人口集住率の変化（コンパクトシティ化）

◼ 人口減少が進む中、住まいや、交通・公共サービス、商業施設などの生活機能をコンパクトに集約し、効率化とまちな
かの活性化を目指すコンパクトシティ政策の考え方が浸透。当該地域におけるコンパクトシティ化の推移は次のとおり。
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生産分析（産業構造）

✓ 本項では、「地域経済循環図」左下の「生産」について、産業構造（地域の強みの産業、
足元の産業構造・推移、）を確認する。
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地域の中での各産業の存在感

◼ 地域の中で、製造業は、事業従事者数、純付加価値額が大きく、存在感がある。

◼ 卸売、小売は、事業所数、事業従事者数が大きい。

出典：総務省・経産省「令和３年経済センサス」✓ データの出し方：経済センサス

大垣市 建設 製造

電気、ガス、

熱供給、水

道

情報通信 運輸、郵便 卸売、小売
金融、

保険業

不動産、

物品賃貸

学術研究、

専門・技術

サービス

宿泊、飲食

サービス

生活関連

サービス、

娯楽

教育、学習

支援（学

校以外）

医療、福祉 その他

事業所数 2021 572 721 7 75 130 1,648 146 444 295 704 602 210 538 585

事業従事者数 2021 4,689 19,817 236 1,929 4,674 14,060 2,761 1,446 1,745 5,569 2,818 1,010 8,116 6,526

純付加価値額 2021 33,132 129,155 3,407 11,645 18,527 57,671 22,767 7,917 15,072 8,671 4,574 2,011 34,376 24,456
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地域で所得(付加価値)を稼いでいる産業＜2020年＞

出典：「国民経済計算」、「県民経済計算」、「経済センサス」、「工業統計」等
注)GDP統計の不動産業には帰属家賃が含まれており、地域経済循環分析用データの産業分類では第3次産業

の住宅賃貸業に帰属家賃が含まれている。帰属家賃は、実際には家賃の受払いを伴わないものである。

産業別付加価値額

◼ 付加価値額（≒GDP）は、売上額（生産額）から外注費等の中間投入を除いた額であり、地域住民の所得として
計上される金額である。全ての市区町村の全ての産業の付加価値を合計すると、我が国のGDPになる。

◼ 当該地域において、所得を稼いでいる産業は次のとおり。

✓ データの出し方：環境省地域経済循環分析＞p.16
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他地域より得意な産業＜2020年＞

出典：環境省「地域経済循環分析用データ」、総務省統計局「国勢調査」注)GDP統計の不動産業には帰属家賃が含まれており、地域経済循環分析用データの産業分類では第3次産業
の住宅賃貸業に帰属家賃が含まれている。帰属家賃は、実際には家賃の受払いを伴わないものである。

産業別修正特化係数（生産額ベース）

◼ 地域内の産業別出荷額のシェアと全国の産業別出荷額のシェアを比較した修正特化係数は次のとおり。

◼ 特化係数１以上が全国平均よりも得意な産業（集積している産業）といえる。

✓ データの出し方：環境省地域経済循環分析＞p.13
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製造業の推移

◼ 特に地域の付加価値額を支える製造業の事業所数、従業者数、製造品出荷額等の推移は次のとおり。

出典： 経済産業省「工業統計調査」再編加工、総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」再編加工、 総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」
留意点： 従業員数4人以上の事業所が対象。

製造品出荷額等

✓ データの出し方：RESAS-Summary＞04各論02製造業
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出典：経済産業省「商業統計調査」  総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」 
注記： 2007年以降は、日本標準産業分類の大幅改定の影響や、「商業統計調査」と「経済センサス－活動調査」の集計対象範囲の違い等から、単純に調査年間
(表示年)の比較が行えない。

小売業の推移

◼ 特に地域の雇用を支える小売業の事業所数、従業者数、年間商品販売額の推移は次のとおり。

✓ データの出し方：RESAS-Summary＞05各論03小売業
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（参考）飲食店の推移

◼ 地域の賑わいを支える飲食店の推移は次のとおり（駅周辺地域）。

2015年 2023年

出典：日本ソフト販売株式会社「電話帳データ」、国際航業株式会社「住所正規化コンバータ」、株式会社ゼンリン提供データ（住所情報）

✓ データの出し方：RESAS＞まちづくりマップ＞事業所立地動向
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分配分析（住民の所得）

✓ 本項では、「地域経済循環図」中央の「分配」について、住民の所得ならびに、流出入状
況を確認する
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雇用者所得を生み出している産業＜2020年＞

出典：「国民経済計算」、「県民経済計算」、「産業連関表」、「経済センサス」、「工業統計」等

産業別雇用所得

◼ 前項で確認した地域で生み出された付加価値（≒GDP）は、「雇用者所得」と「その他所得（＝営業余剰(営業利
益、利子、賃料等)＋固定資本減耗＋間接税）」に分配される。雇用者所得は企業等に労働を供給した雇用者
（従業者）に支払われる所得。

◼ 当該地域における産業別雇用者所得（地域の住民の生活を支えている産業）は次のとおり。

注)GDP統計の不動産業には帰属家賃が含まれており、地域経済循環分析用データの産業分類では第3次産業
の住宅賃貸業に帰属家賃が含まれている。帰属家賃は、実際には家賃の受払いを伴わないものである。

✓ データの出し方：環境省地域経済循環分析＞p.22
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雇用者所得、その他の所得の流出率＜2020年＞

出典：「国民経済計算」、「県民経済計算」、「産業連関表」、「経済センサス」、「工業統
計」等より作成

◼ 「雇用者所得」、「その他の所得」については、地域の外からの通勤者が多い（地域の外から働きに来ている）場合や、
企業の本社が地域外にある場合などは、地域の所得が地域の外に流出し、必ずしも地域住民の所得に繋がらない。
一方で、国や県からの財政移転（流入）が地域住民の所得に繋がっている場合がある。

◼ 当該地域における所得の流出入状況の詳細ならびに都道府県、同規模地域との比較は次のとおり。

注）プラスは流出、マイナスは流入を意味する。
流出率(％) = (地域内雇用者所得-地域住民雇用者所得)÷地域住民雇用者所得
×100

雇用者所得の流出率 その他所得の流出率

・流出＝地域の外からの通勤者が多く、所得が流出している状況
・流入＝地域の住民が地域の外に通勤に出ており、所得を持ち帰ってきている状況

・プラスは「流出」、マイナスは「流入」を意味する

✓ データの出し方：環境省地域経済循環分析＞p.36
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支出分析

✓ 本項では、「地域経済循環図」右下の「支出」について、消費動向、観光客動向を確認
する。
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地域内の消費流出入状況＜2020年＞

消費の流入・流出 消費の流出率

出典：「国民経済計算」、「県民経済計算」、「国勢調査」等より作成

◼ 消費額は、前項で確認した住民所得等がどこで消費されているかを確認するもの。消費額が流入している場合、地域
の外からの通勤者や観光客等が地域内で消費活動を行っており、流出している場合は、地域住民が地域の外で消費
活動を行っている。

◼ 当該地域における、所得の流出入状況ならびに、都道府県、同規模地域の比較は次のとおり。

注）地域内消費額＝地域内の民間消費(誰が消費したかは問わない)を表す。
地域住民消費額＝地域住民の民間消費(どこで消費したかは問わない)を表す。

・地域内消費額＜地域住民消費額の場合、地域住民が地域の外で消費活動を
行っている＝「所得が流出」している

・地域内消費額＞地域住民消費額の場合、地域の外から観光客等が消費活動
を行っている＝「所得が流入している」

・プラスは「流出」、マイナスは「流入」を意味する

注）消費の流出率（％）＝（地域住民消費額－地域内消費額）／地域内消費額×100
全国の流出額はゼロであるが、ここでは市区町村別の流出率の平均値を全国の流出率としている。

✓ データの出し方：環境省地域経済循環分析＞p.42
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滞在人口の月別推移(2019年・2022年：14時)

出典：株式会社ＮＴＴドコモ・株式会社ドコモ・インサイトマーケティング「モバイル空間統計®」、総務省「国勢調査」

◼ 前頁で確認した消費額に関連し、地域内からの滞在人口の次のとおり。滞在人口が、当該地域の国勢調査人口を上
回っている場合、地域の外から人が流入しており、下回っている場合は地域住民が地域の外に流出している（通勤・通
学、観光等の機会を求めて地域の外に出ている）状況。

注）15歳以上80歳未満

2022年

2019年
(コロナ前)

✓ データの出し方：RESAS＞まちづくりマップ＞滞在人口率
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宿泊者の傾向

◼ 地域外からの宿泊者（出張者・観光客等）の主な傾向は次のとおり。

2022年

✓ データの出し方：RESAS-データ分析支援＞日本人観光客

出典：観光予報プラットフォーム推進協議会「観光予報プラットフォーム」
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（参考）訪日外国人観光客の傾向

◼ 地域別の訪日外国人観光客等の訪問・消費動向は次のとおり。

2019年

地域別・外国人訪問客数（都道府県） 地域別・外国人消費額（都道府県）

2022年９月

出典：観光庁「訪日外国人消費動向調査」、日本政府観光局(JNTO)「訪日外客数」
注）「地域別の訪日外客数＝地域別の訪問率（観光・レジャー目的）」×訪日外客数×
旅行目的別構成比（観光・レジャー目的）により推計

出典：ビザ・ワールドワイド・ジャパン㈱のカードデータを再編加工
注）消費額は、外国人訪問客がクレジットカードを使用した消費額を地域別シェア率等か
ら算出した金額。国・地域は、カード所有者の居住地であり、観光客以外の永住者・定住
者による消費額も含まれる

✓ データの出し方：RESAS-Summary＞09各論07観光
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（参考）訪日外国人観光客に人気なスポット

出典：東京海上日動火災保険株㈱

◼ ソーシャルビッグデータに現れた訪日外国人観光客の生の声に基づく、都道府県内の観光スポットとして取り上げられて
いた回数（話題量）と好評／不評の別（ポジティブ率）のマッピングは次のとおり。

✓ データの出し方：モスト穴場ポイント
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地域の幸福度（Well-Being）

✓ 本項では、地域経済政策のアウトカムの一つとも考えられる地域の幸福度（Well-
Being）指標等を確認する。
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地域の幸福度（Well-Being）
✓ データの出し方：地域幸福度Well-Being指標＞ダッシュボード

◼ 政府統計等の客観データとアンケート調査による主観データをもとに、各自治体の暮らしやすさや幸福感を数値化・可
視化したもの。他自治体との比較や年齢・性別等による絞り込みが可能。

◼ 当該地域住民の全世代および子育て世代（移住政策のターゲットとなることが多い）の地域幸福度（Well-
Being）指標のスコアは以下のとおり。

大垣市（全世代） 大垣市（30～40代）
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（参考）地域のストック指標（国土・交通分野） ＜2020年＞
✓ データの出し方：環境省地域指標分析＞p.23

◼ 地域のストックは、地域政策や企業の設備投資の蓄積であり、当該ストックを活用して地域経済活動等が営まれる。

◼ 当該地域の国土・交通分野のストック指標（偏差値）は以下のとおり。最も偏差値の高い指標は「市街化区域に住
んでいる人口の割合」であり、全国平均、同規模地域平均をともに上回る。最も偏差値の低い指標は、「公共交通の
徒歩圏充足率」であり、全国平均、同規模地域平均をともに下回る。

出典：環境省・㈱価値総合研究所「地域指標分析」

注１：「DID人口密度」の「DID」は、人口集中地区の略であり、基本的に市区町村の区域内で
人口密度が4,000人/㎢以上の基本単位区が互いに隣接して人口が5,000人以上となる地区のことである。

注２：緑被地は、総面積に占める森林、公園、田、ゴルフ場等の緑被地の割合である。
注３：液状化、津波、火山、土砂災害の発生リスクの偏差値は、数値が高いほど低リスクであることを示している。
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出典：日本経済新聞「ふるさとクリック」

✓ データの出し方：日本経済新聞社＞ふるさとクリック

◼ コロナ禍では、特に首都圏の30～40代の子育て世帯の流出入傾向が変化。当該地域における将来の人口増加の
要因にもつながる子育て世帯の流出入状況は次のとおり。

（参考）子育て世代の流出入
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【参考】 統計情報について



34国が提供するビッグデータ

ＲＥＳＡＳの開発背景

地域経済を真の意味で活性化させていくためには、地域自身が、地域の現状・実態を正確に把握した上
で、地域の実情・特性に応じて、主体的かつ効率的な政策立案及びその実行が不可欠。

そのため、国が、地域経済に係わる様々なビッグデータを収集し、かつ、「見える化(可視化)」するシステム
を構築、客観的なデータの取得・分析を容易にすることで、真に効果的な政策や事業の立案、実行、検証
(ＰＤＣＡ)を支援することを目的に、2015年４月より運用を開始。

国が提供する主なビッグデータ

RESAS：https://resas.go.jp/

環境省「地域経済循環分析自動作成ツール」：http://www.env.go.jp/policy/circulation/index.html

地域経済循環の生産面の分析に有用。本資料のグラフ等は大半を当ツールからの引用。

環境省「地域指標分析自動作成ツール」：https://chiikijunkan.env.go.jp/manabu/shihyou-bunseki/

観光予報プラットフォーム：https://kankouyohou.com/

宿泊を基軸にした「観光」に関連、必要とされるデータを提供するプラットフォーム。

地域幸福度（Well-Being）指標： https://well-being.digital.go.jp/

ＲＥＳＡＳとは

Regional Economy (and) Society Analyzing Systemの略で、地域経済(都道府県、市区町
村単位)の実情を「見える化(可視化)」する、国が提供するビッグデータ・システムの代表例。

RESASに搭載されているデータやマップは、入手可能なデータのごく一部であることに留意。



35国が提供する主な統計情報

国勢調査

西暦年の末尾が「５」の倍数年(5年ごと)に、国民の全人口やその属性を集計する調査。指定統計第1
号でもあり、１９２０年から時代に合わせて内容を変更しながら実施されている。

年齢階級を含む人口や、家族や世帯関係の項目のほか、産業、職業、従業上の地位などの労働項目、
住居項目、他の市区町村との通勤・通学状況や昼間夜間人口など、非常に多岐にわたる項目を細目にわ
たって市区町村ごと(項目によっては町丁目ごと)に把握できる調査であるため、地域事情の深堀りに有益で
ある。

経済センサス

経済構造統計を作成するために、総務省と経済産業省が共同で行う基幹統計調査。

全国のすべての事業所・企業を対象とする大規模な調査で、国全体の産業構造を包括的に明らかにする
とともに、各種統計調査の母集団情報を得ることを目的とする。従業者規模など事業所・企業の基本的構
造を明らかにする基礎調査と、売上高など経済活動の状況を明らかにする活動調査があり、それぞれ5年ご
とに実施される。

企業や事業所の活動実態に係る多岐にわたる項目を市町村レベルで把握できる調査であるため、地域の
経済状況を深く調べるために有益である。



36(参考)地域経済循環分析の補足①

【生産(付加価値額)】
⚫(付加価値額)＝(地域が生産した商品やサービス等を販売して得た金額)－(原材料費や外注費と
いった中間投入額)

➢(第1次産業)＋(第2次産業)＋(第3次産業)
⚫GDP統計の定義による「付加価値」で経済センサスの付加価値とは異なる。

【分配(所得)】
⚫地域産業が稼いだ付加価値額がどのように所得として分配されたか。
⚫(分配(所得))＝(雇用者所得)＋(その他所得)

➢(その他所得)：(財産所得)＋(企業所得)＋(交付税)＋(社会保障給付)＋(補助金等)

⚫ 各棒グラフ→地域内の住民・企業等に分配された所得の総額。生産された所得を、属人(住民・
財政移転ベース)と属地(事業所ベース)で推計して比較。

⚫(地域内の住民・企業等が得る所得【属人】)＞(地域の産業が分配する所得【属地】 )
➢差額が赤色
➢地域外から所得が流入 →(地域外の事業所(勤務地)からの収入)＋(財政移転：政府支出と
納税額の差額)

⚫(地域内の住民・企業等が得る所得【属人】 )＜(地域の産業が分配する所得【属地】 )
➢差額は空白の四角
➢所得が地域外に流出 →(本社等の他事業所への流出等)
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【支出】
⚫ 地域内の住民・企業等に分配された所得がどのように使われたか
⚫ (支出)＝(民間消費額)＋(民間投資額)＋(その他支出)

➢ (民間消費額)：住民の消費
➢ (民間投資額)：企業の設備投資等
➢ (その他支出)＝(政府支出)＋(地域内産業の移輸出入収支額)等

⚫ 各棒グラフ→地域内で消費・投資された金額
⚫ (地域内の住民・企業等が支出した金額)＞(地域内に支出された金額by誰でもよい)

➢ 差額が空白の四角
➢ 支出が地域外に流出

⚫ (地域内の住民・企業等が支出した金額)＜(地域内に支出された金額by誰でもよい)
➢ 差額が赤色
➢ 支出が地域外から流入

(参考)地域経済循環分析の補足②

【計算方法について】
⚫ 「生産」項目の推計は、国民経済計算の金額を、県民経済計算で按分し、さらに市町村民経済計算や経済センサス・工業統計・国勢調査等を用いて市町村に按分
⚫ 「分配」項目の推計は、属地の数値と属人の数値をそれぞれに計算。

➢ 属地の数値は事業所の統計等を中心に推計。
➢ 属人のうち、住民ベースの推計は、県民経済計算数値を、各統計で市町村ごとに割り振り、運輸交通モデル(市町村間の通勤データ等)で居住地に割り振って算出。
➢ 属人のうち、市町村ベースの統計がない国・県の所得移転は、市町村ごとに入手可能な様々なデータ(所得や自動車保有台数など)を用いて按分

⚫ 「支出」項目の推計は「市町村産業連関表」をノンサーベイ法にて作成。
➢ ①粗付加価値額は地域経済計算から、②家計外消費支出は都道府県産業連関表における比、③生産額は粗付加価値を付加価値率で除す、④中間投入額は③生産額に
投入係数を乗じる

➢ 投入係数・付加価値率:①産業連関表の全国表の基本分類(401分類)の投入係数、②経済センサスの中分類(97 分類)・小分類(519分類)データから作成。
➢ 投入係数の計算にあたっては、企業間取引の構造の違いから、産業を直接部門(製造等)と間接部門(営業所や総務・管理)に分割して別々に計算し合成。
➢ 直接部門の投入係数推計は全国基本分類の投入係数を市町村の従業者数で加重平均して推計、間接部門は東京都産業連関表の本社部門の投入係数により推計
➢ 民間最終消費額：運輸・交通モデルを用いて、通勤・通学や観光や買物のトリップを着地で集計して按分→産業別には都道府県産業連関表を用いて分割
➢ 移輸出・移輸入の数値：既存の市町村産業連関表等からノンサーベイ法(LQ法)により算出、運輸・交通モデルにおける貨物の市町村間の流動も参考

(注)以上は大幅に簡略化した説明ですので、詳しく知りたい方は、山崎清ほか(2017)「地域経済循環分析手法の開発と事例分析」財務総政研「フィナンシャ
ル・レビュー」平成29年第3号(通巻第131号)を直接参照してください。



38連絡先

当資料は、日本商工会議所より作成されたものです。

当資料に記載された内容は、現時点において一般に認識されている経済・社会等の情勢および当所が合理的と判断した一定の前提
に基づき作成されておりますが、当所はその正確性・確実性を保証するものではありません。また、ここに記載されている内容は、経営環
境の変化等の事由により、予告なしに変更される可能性があります。

当所の承諾なしに、本資料(添付資料を含む)の全部または一部を引用または複製することを禁じます。

当資料は、地域診断サービスとして、日本商工会議所地域振興部が提供しております。
ご質問等ございましたら、下記の地域診断担当まで、お問い合わせください。

また、もう少し詳細な分析も可能ですので、ご興味があれば、下記まで、ご連絡ください。

＜問い合わせ先＞

日本商工会議所 地域診断サービス 担当 Chiiki@jcci.or.jp 03-3283-7862
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